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日本の労働社会の改革を考える	



１．データで見る私たちの働き方 
（１）正規労働者数と非正規労働者数の推移	
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2013年1〜3月	
正規労働者	

3281万人(63.7%)	
非正規労働者	

1870万人(36.3%)	
パート912	

アルバイト　374万 
派遣　　　　124万 
契約・嘱託　375万 
その他　　　85万 

出所：2001年までは「労働力調査特別調査」（2月）、2002年からは「労働力調査（詳細結果）」（1～3月平均）	

3,639

3,705

3,756

3,805
3,779

3,8003,8123,794

3,688

3,6303,640

3,486

3,444

3,380

3,3333,340

3,393
3,371

3,386

897

958
986 971

1,001
1,043

1,1521,173
1,225

1,273

1,360
1,406

1,496
1,555

1,591

1,663

1,737
1,6991,726

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09

（年）

协
正
規
労
働
者
・
万
人

卐

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

协
非
正
規
労
働
者
・
万
人

卐

正規の職員・従業員（左目盛り）

非正規の職員・従業員（右目盛り）



１．若者たちの働き方 
（１）正規労働者数と非正規労働者数の推移	
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非正規労働者比率（％）の変化	

20.5％	

36.3％	

出所：1992年から2001年は「労働力調査特別調査」の各年2月集計、2002年
から2010年は「労働力調査（詳細集計）」の年平均、2011年は同調査10月か
ら12月平均、2013年は同調査1月から3月平均による。	



年齢別非正規労働者比率（2013年1-3月平均） 
出所：労働力調査　　全平均36.3％全世代平均女性55.5％、男性21.0％	

15〜24歳	 25〜34歳	 35〜44歳	 45〜54歳	 55〜64歳	

女性	 38.9 	 41.4 	 54.6 	 58.2 	 67.0 	

男性	 28.1	 16.1	 9.2	 8.9	 31.9	

男女	 33.6	 27.2	 28.8	 31.5	 47.3	
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（15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると女性53.6％、男性47.1％）	



年齢別非正規労働者比率（1992年2月） 
出所：労働力調査　全平均20.5％　女性の全世代平均38.3％、男性8.9％	

15〜24歳	 25〜34歳	 35〜44歳	 45〜54歳	 55〜64歳	

女性	 20.4 	 28.4 	 49.1 	 47.0 	 45.0 	

男性	 21.2	 3.1	 2.7	 3.1	 20.5	
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（15歳から24歳は在学中を含む）	



女性の年齢別非正規労働者比率 
（1992年2月と2013年1月-3月平均） 
出所：労働力調査　　　女性の全世代平均1992年38.5％　2013年55.5％、	

15〜24歳	 25〜34歳	 35〜44歳	 45〜54歳	 55〜64歳	

1992女性	 20.4 	 28.4 	 49.1 	 47.0 	 45.0 	

2013女性	 38.9 	 41.4 	 54.6 	 58.2 	 67.0 	
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（2012年の15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると女性53.6％）	



男性の年齢別非正規労働者比率 
（1992年2月と2013年1月-3月平均） 
出所：労働力調査　　　男性全世代平均1992年8.9％、男性2013年21.0％	

15〜24歳	 25〜34歳	 35〜44歳	 45〜54歳	 55〜64歳	

男性1992	 21.2	 3.1	 2.7	 3.1	 20.5	

男性2013	 28.1	 16.1	 9.2	 8.9	 31.9	
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（2013年は15歳から24歳は在学中を除く：在学中を含めると男性47.1％）	



（２）正規労働者〜長時間労働の蔓延 
25歳から44歳の男性の2割以上は週60時間働く 
→過労死・心身の疾患を引き起こす	
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％	 週60時間以上働く労働者の比率の増加（年に200日以上就業　就業構造基本調査）	

男　1997年	

男　2007年	

女　1997年	

女　2007年	



（３）賃金の停滞・減少と働く貧困層の増大	

¢ 労働者の平均賃金は停滞→低下へ 
�  1990年425万円→2000年461万	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　→2011年409万円 
　　　（国税庁「民間給与実態統計調査結果」）	

¢ 年収200万円以下のワーキングプア（働く貧困
層）の増加 
�  1990年769万人→2000年825万人	

　　　　　　　　　　　　　　　　　→2011年1069万人 
　　　(給与所得者に占める比率23.4%) 
　　　（国税庁「民間給与実態統計調査結果」） 9 



（４）役員・株主に偏る大企業の付加価値分配	
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30  䝯䜻䝅䝁 18.4  30  䝖䝹䝁 24.6 30  䝖䝹䝁 20.3 30  ᪥ᮏ 58.7 30  䝖䝹䝁 20.0 

OECDᖹᆒ 10.6  OECDᖹᆒ 12.4 OECDᖹᆒ 10.6 OECDᖹᆒ 30.8 OECDᖹᆒ 5.4 

㈋ᅔ⋡䛾ᅜ㝿ẚ㍑䠄䠎䠌䠌䠌ᖺ௦༙䜀䠅䠅 

䕿 ᪥ᮏ䛾┦ᑐⓗ㈋ᅔ⋡䛿䚸䠫䠡䠟䠠䠏䠌䜹ᅜ୰䠎䠓䛾Ỉ‽ 
䕿 䡞Ꮚ䛹䜒䛾㈋ᅔ⋡䡟䛿䠏䠌䜹ᅜ୰䠍䠕䛷䛒䜛䛜䚸ே䛜୍ே䛾䡞Ꮚ䛹䜒䛜䛔䜛⌧ᙺୡᖏ䡟䛷䛿䠏䠌䛸䛺䛳䛶䛔䜛䚹 

䠄ฟᡤ䠅OECD (2008) ” Growing Unequal? : Income Distribution and Poverty in OECD Countries” ᪥ᮏ䛾ᩘ್䛿䚸ᖹᡂ15ᖺ䛾䜒䛾䚹 
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出所：OECD「所得格差と貧困」（2005.2） 
 　　　　（データ；2000～2002年）	

（６）若者の現状 
〜高い貧困率・失業率・非正規率・離職率	



出所:中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「今後の学校におけるキャリア 教育・職業教育の在り方に
ついて(第二次審議経過報告)」（2010年5月17日）	
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出所:中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「今後の学校におけるキャリア 教育・職業教育の在り方に
ついて(第二次審議経過報告)」（2010年5月17日）	



出所:中央教育審議会キャリア教育・職業教育特別部会「今後の学校におけるキャリア 教育・職業教育の在り方に
ついて(第二次審議経過報告)」（2010年5月17日）	
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2012年3月19日 雇用戦略対話(第7回)へ内閣府提出資料	



（７）政府・経営側の構造改革路線が原因 
　　日経連「新時代の日本的経営」（1995年）	
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２．労使関係の変化：集団から個人へ 
（１）労働組合組織率の低下	

20	

出所：厚生労働省「労働組合基礎調査」	



（２）個別労働紛争の増加	

¢  厚生労働省関係（労働局・労基署など）の総合労働相談件数は毎年増加 
¢  解雇に関するものが最も多く18.9%、いじめ・嫌がらせが15.1%、労働条

件の引下げが12.1%、退職勧奨が8.8％など	

21	
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ビデオ上映	

『就活中のあなた 必見です！！　	

　　　　　〜OB・OGからのメッセージ』（12分）	

YouTubeで配信中。「就活中」　「必見」で検索してください。	

職場で困ったときは、まず相談を！	

　　東京都労働相談情報センター0570-00-6110 
　　　http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/soudan-c/center/	

　　連合フリーダイヤル0120-154-052	
　　　https://www.jtuc-rengo.or.jp/	

	

受講生のみなさんへ	

来年度の講義開講に向けて、就活体験とOBOGの職場体験
を募集しています。	

　明治大学労働教育メディア研究センター	

　E-mail:tg07003@kisc.meiji.ac.jp 
22	
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３．安倍政権の労働政策を考える 	

「正規・非正規の二極化構造の是正」、「経済再生と成長
力強化のため、『人が動く』ように雇用の多様性、柔軟性
を高め、『失業なき円滑な労働移動』を実現させていく観
点から、	

（1）ジョブ型正社員の雇用ルールの整備	

（2）企画業務型裁量労働制やフレックスタイム制等労働
時間法制の見直し	

（3）有料職業紹介事業の規制改革	

（4）労働者派遣制度の見直し	

を閣議決定（2013年6月14日）	

24	



３．安倍政権の労働政策を考える 
（1）ジョブ型正社員の雇用ルールの整備 	

•  議論の前提：「無限定」正社員の存在→職務、勤務地、労働時
間が限定されていない⇔これまで、ディーセントワーク（人間ら
しく働く）やワーク・ライフ・バランスをどう実現するかを議論して
きたはず 

•  議論の出発点：正社員の雇用を流動化（縮小）させたい＝解雇
規制を緩和したいという経営者団体の要求	

•  解雇規制＝「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当
であると認められない場合、権利を濫用したものとして無効」
（労働契約法16条）、整理解雇の四要件【解雇回避努力】	

•  ジョブ型（限定）正社員＝事業所の閉鎖や仕事がなくなったこと
を理由に解雇のしやすい労働者と位置付けるものか？	

•  従前の正社員より雇用は不安定で労働条件が悪い正規・非正
規の「中間的」な正社員を創出することが目的か？	

25	



３．安倍政権の労働政策を考える 
（1）ジョブ型正社員の雇用ルールの整備 	

26	

正社員	

限定正社員	

無限定社員	

契約社員	

パート・アルバイト	

契約社員	

パート・アルバイト	

派遣社員	

総合職
一般職	

有期雇用・非正規雇用	

無期雇用	
仕事がなくなれば解雇？	

無限定労働時間？	

5年までの細切れ雇用	

必要なときに使う　　　
契約の打ち切りは簡単	

必要なときに雇う	

一般職・専門職的な仕事の非正規化	

個人請負・フリーランス	

無期雇用への転換は進むか？（労働契約法18
条、5年を超えると無期転換権が発生）	

【直接雇用】	

【間接雇用】	



３．安倍政権の労働政策を考える 
（2）企画業務型裁量労働制やフレックスタイム制等
労働時間法制の見直し 	

•  議論の出発点：「労働時間に拘束されずにその能力を
最大限発揮できるよう、多様で柔軟な働き方の実現の
ために環境整備が求められている」「企画業務型裁量
労働制やフレックスタイム制の活用が進んでいるとは
言い難い」	

•  経営者団体は「ホワイトカラー・エグゼンプション」（ホワ
イトカラーへの労働時間規制の適用除外）や裁量労働
制（一定の時間働いたみなし、労働時間の具体的な規
制を行わない）の拡大を求めている。	

•  どういう方向で見直しが進むのか？　めざす方向は無
限定労働時間か？	
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３．安倍政権の労働政策を考える 
	
•  成熟産業や不況産業での雇用維持政策を放棄(雇用調整助成

金の予算縮小）	

•  ジョブ型正社員で解雇規制の事実上の緩和を進める	

•  その次は解雇の金銭解決制度（裁判所で不当解雇と判断され
ても金を払えば解雇できる制度）	

•  賃金の高い中高年労働者や未熟練労働者の解雇が進む	

•  公的職業訓練制度は弱体（今後も充実する視点がない）	

•  結果として円滑な労働力移動は進まない	

•  失業が蔓延→雇用不安の拡大→消費の低迷・国内市場の停
滞→負のスパイラルへ	

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊	

争点＝長時間労働の蔓延、雇用の流動化・解雇規制の緩和、有
料職業紹介（人材ビジネス）の緩和か	

	

労働時間規制の強化、雇用安定を前提に職業訓練や公的職業
紹介の充実か	
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最後に	

¢ 職場で困ったら、悩んだら、長時間労働やいじめにあっ
たら、まずは相談を 
�  同僚・先輩、両親、外部の相談機関（労働行政、労

働組合）へ 
¢ 自分たちの未来をつくるのは自分たちだ 

�  企業の目的は利益を上げること 
�  私たちが働く目的は 

¢ 生活の糧をかせぐ、自己実現する、楽しく人間らし
く働く 

�  働きやすい職場をつくるのは自分たちだ	
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